
第 1 回地域連携推進会議議事録 

日時 2026 年 1 月 16 日 

   13 時 30 分～ 

場所 グループホーム事業部事務所 

 

【要約】 

本会議は、障がい者グループホームの運営における地域との連携強化を目的として行われ

た。会議の核心は、事業の透明性を確保し、地域住民、利用者家族、関係機関との相互理解

を深めることにあった。 

こだまの家鹿児島は、障害者総合支援法に基づき、主として夜間に日常生活の支援を行う

「介護サービス包括型」の共同生活援助（グループホーム）を 11 箇所運営している。2023

年 12 月末時点で定員 55 名に対し 53 名が入居しており、平均年齢は 40.3 歳。利用者の障害

種別は精神障害が最も多く、支援区分は 2 と 3 が半数を占める。年 1 回の世話人向け集合研

修（感染症対策、虐待防止、災害対策）の実施や、欠席者向けの動画研修配信などが行われ

ている。また、LINE と日報を活用したスタッフ間の情報共有体制が構築されており、迅速

な対応を可能にしている。感染症対策について

は、過去 2 年間のデータから、散発的な発生は

あるものの、施設内での大規模な感染拡大は抑

制できていることが示された。 

質疑応答では、地域代表から災害時の連携を

念頭に置いた近隣利用者の情報に関する質問や、

利用者・家族から食事やスタッフ研修、情報共

有の具体的な方法に関する質問が寄せられ、事

業運営の詳細が明らかにされた。本会議は、グ

ループホームの実態を多角的に共有し、地域社

会との関係構築に向けた第一歩となった。 

-------------------------------------------------------------------------------- 

1. 説明 

1.1. 会議の目的 

地域連携推進会議は、事業所と地域との連携を通じて以下の 4 つの目的を達成するために開

催される。 

• 関係作り: 事業所、利用者、地域住民の三者間における良好な関係を構築する。 

• 理解の促進: 障がい者グループホームの役割や生活実態について、地域社会の理解を深め

る。 

• 利用者の権利擁護: 利用者の権利が守られる環境を確保する。 

• サービスの透明性確保: 事業内容を広く地域に公開し、運営の透明性を高める。 



1.2. 出席者の紹介 

2. 事業説明：こだまの家 鹿児島の概要 

2.1. 法的根拠とサービスの位置づけ 

こだまの家鹿児島が提供する障がい福祉サービ

スは、複数の法律によって体系的に支えられて

いる。 

• 日本国憲法第 25 条の幸福追求権が福祉・医療

の根幹とされる。 

• 障害者基本法が全体の理念を定める。 

• こだまの家鹿児島が提供する共同生活援助は、障害者総合支援法に基づく福祉サービスで

ある。 

• 障害者虐待防止法なども事業運営の根拠となる。 

障害者総合支援法が規定するサービスは「介護給付」と「訓練等給付」に大別され、共同生

活援助（グループホーム）は訓練等給付に分類される。利用者は共同生活援助だけでなく、

自立訓練や就労移行支援など、複数のサービスを組み合わせて利用することが可能である。 

2.2. 共同生活援助（グループホーム）の概要 

• 定義: 家庭的な雰囲気の中で共同生活を行う「住まいの場所」。全国的な平均入居者数は一

つの住居あたり約 6 名。 

• サービス内容: 

    ◦ 日常生活上の支援: 主に夜間における食事の提供、医療・服薬管理、介護、相談対応。 

    ◦ 社会生活支援: 就労先や日中活動先との連絡・調整。 

• グループホームの種類: 

    1. 介護サービス包括型: 常時の支援は不要だが、日常生活の支援が必要な方向け。こだま

の家 鹿児島はこの類型に該当する。 

    2. 外部サービス利用型: 自立度が高く、必要なサービスを個別に選択したい方向け。 

    3. 日中サービス支援型: 24 時間体制での手厚いサービスが必要な方向け。 

2.3. こだまの家 鹿児島の具体的な状況 

スタッフ体制 

専門性を持つ多様な職種が連携し、利用者を支援している。 

• 管理者: 施設の管理業務全般を担う。 

• サービス管理責任者（サビ管）: 個別支援計画の作成、スタッフへの指導・助言、関係機

関との連絡調整を担う中心的な役割。 

• 生活支援員・世話人: 食事提供や見守りなど、利用者の日常生活を直接支援する。 

• 看護職員: 医療的なケアを担当。 

こだまの家 鹿児島は 11 箇所のグループホームを運営しており、3 名のサービス管理責任者

がそれぞれチームを組んで担当エリアを管理する体制を敷いている。 

利用者データ（2023 年 12 月末時点） 

総定員、55 名、現入居者数 53 名、平均年齢 40.3 歳、年齢構成 22 歳～72 歳、性別比 



男性: 51%, 女性: 49%、障がい種別 精神障がい

者が最も多い、支援区分：区分 3 と区分 2 が全

体の約半数 注: 支援区分は数字が大きくなるほ

ど障害の程度が重いことを示す。 

3. 運営と品質管理 

安定したサービス提供と質の向上を目指し、体

系的な研修・訓練と情報共有体制を構築してい

る。 

3.1. スタッフ研修と訓練 

世話人を対象とした年 1 回の集合研修を実施し、

専門性の向上を図っている。 

• 研修テーマ（202 年度実績）: 

    ◦ 感染症対策: 講義に加え、模擬嘔吐物を使用した処理方法の実技演習を実施。 

    ◦ 虐待防止と身体拘束禁止: チェックリストを用いて、スタッフが日々の自身の行動を振

り返る機会を設ける。 

    ◦ 災害対策: 具体的な災害事例を基に、時系列で状況を想定し、対応策を考えるシミュレ

ーション訓練を実施。 

• 研修形式: 

    ◦ 参加しやすいよう、午後の部（2 時間）と夕方の部（2 時間）の 2 回に分けて開催。 

    ◦ 欠席者に対しては、研修内容を撮影・編集した動画をパスワード付きで職員専用ホー

ムページに掲載し、視聴後に報告を義務付けている。 

• 避難訓練: 

    ◦ BCP（事業継続計画）や避難確保計画に基づいた訓練を定期的に実施。 

    ◦ 利用者に対しても、個別に避難所の説明などを行っている。 

3.2. 情報共有体制 

迅速かつ正確な情報伝達のため、デジタルツールと従来の日報を併用している。 

• LINE: その日の欠席者や体調不良者など、緊急性・即時性が求められる情報を共有。 

• 日報: 利用者の詳細な状況や支援内容を記録。 

• 運用: 

    1. 世話人が突発的な情報を LINE で報告。 

    2. サービス管理責任者や看護師が LINE の情報に基づき、世話人と連携して初期対応を行

う。 

    3. サービス管理責任者は週 1 回の会議で全利用者の日報を確認し、状況を詳細に把握する。 

3.3. 感染症対策の実績 

新型コロナウイルスに関する直近 2 年間の罹患状況を集計・分析した結果、感染拡大の抑制

に成功していることが示された。 

• 2024 年度: 

    ◦ 6 月: 感染者 1 名（1 箇所） 



    ◦ 7 月: 感染者 7 名（7 箇所） 

    ◦ 12 月: 感染者 3 名（3 箇所） 

• 2025 年度: 

    ◦ 7 月: 感染者 2 名（2 箇所） 

    ◦ 8 月: 感染者 3 名（3 箇所） 

    ◦ 9 月: 感染者 3 名（3 箇所） 

複数名の感染者が発生した月でも、感染したグループホームは分散しており、特定の施設で

のクラスター発生は防いでいる。特にマンションタイプの住居のため、利用者間の接触を避

ける対応が効果的であった。 

4. 質疑応答と地域との対話 

事業説明後、出席者から活発な質疑応答が行われた。 

・自身の町内会にあるホームの利用者の障害種別や支援区分を、災害時対応の参考に知りた

い。 

➡個人情報保護のため個別の開示はできない。全体的な傾向として、当事業所には支援区分

2・3 の精神障がいまたは知的障がいの方が多い。日常生活は自立して送れる方が多いため、

地域で見かける機会は少ないかもしれない。 

・こだまの家はサテライト型グループホームも運営しているか。 

➡介護サービス包括型と外部サービス利用型を運営しているが、サテライト型は行っていな

い。 

・食事のキャンセルはいつまで可能か。体調不良時は部屋で食事できるか。 

➡食材は 2 週間前に発注するため、当日キャンセルは可能だが料金の返金はない。体調不良

時や感染症罹患時には、使い捨て容器で居室

まで食事を届ける。 

・世話人研修はどのくらいの時間をかけて行

うのか。またスタッフ間の情報共有はどのよ

うに行われているか。 

➡年 1 回、2 時間の集合研修を 2 日に分けて

実施。欠席者には動画で代替研修を行う。緊

急情報は LINE で、詳細は日報で共有。サビ

管は週 1 回の会議で日報をまとめて確認し、

対応している。 

 

会議終了後グループホームの見学を実施した。 


